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北陸地方整備局
技術開発・管理部会
工事安全管理分科会

平成２２年 1年間（1月-１２月）の事故発生状況について
北陸地方整備局発注の直轄工事

１．工事事故速報の件数
平成２２年の年間（1月-12月）の事故件数は１６９件発生し、平成18年

以降最多であった。

◆平成２２年事故の特徴◆

☆平成22年 1年間の事故件数は、「１６９件」と平成１８年以降最多。（図-１）

☆労働災害による死者が、「５名」発生し、過去5年間で最多。（図-２･３）

☆休業4日以上の事故が平成18年についで多く発生。（図-２・３）

☆７月－９月期に事故が集中。（熱中症が22件） （図-４）

☆月別事故件数は、8月が突出して多く、１月－３月期の冬期間も多い。 （図-５）

☆公衆災害の事故発生状況に変化。（図-６・７）

☆口答注意・文書注意は減少したが、指名停止以上が過去5年で最多。（図-８）

◆平成２３年にむけて◆

☆事故件数減にむけて、現場管理の徹底を！

☆安全対策を徹底し、死亡事故ゼロへ。

☆重大災害の撲滅をめざし、現場体制の再確認

☆公衆災害の事故減少にむけ、さらなる防止対策の徹底を！

☆大雪による、事故災害の防止。

安全対策を徹底し、工事事故を減らしましょう。！！
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２．休業４日以上の労働災害事故件数の発生状況

平成22年の労働災害の死亡者数は、平成18年以降1名以下で推移している中、
5名（転落・墜落4名、車両下敷1名）と突出して多い状況でした。また、休業
４日以上の事故件数は、平成２２年１７件と平成１８年についで、多い状況で
した。

（1-3月期） ７件

（4-6月期） ４件

（7-9月期） ３件

（10-12月期） ４件

図-２

３．労働災害の月別発生件数

平成22年は、死亡事故が3月に1件、6月に2件、１２月に1件で、死者数は
5名でした。労働災害の月別の発生件数では、8月に２９件と突出多い状況でし
たが、休業4日以上の事故は、月最大で3件でした。
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平成２２年は、8月に３４件と突出した事故件数でした。この内訳は、34
件中１６件が熱中症によるものでした。また、１月-3月の冬期においても、
３６件発生しました。この内訳として、除雪等の雪に関連した事故が５件の状
況でした。平成23年も大雪となっており、注意が必要です。

２）対前年比の月別事故件数

19

10

34

12

17

2

9

16
141515

3

7

10
1212

20

17

11

611
9

1213

0

5

10

15

20

25

30

35

40

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

Ｈ２１（全137件）
Ｈ２２（全169件）

対前年月別累計事故発生件数（全報告数 H２１・H２２）

件
数

（件）

４．事故発生件数

１）各年の四半期毎の事故件数の推移

本年は、7月-9月期に66件と、全体の約４０%が発生した。10月-12月期
は、３３件と過去5年では、最小値の状況でした。
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６．公衆災害、労働災害の事故状況

１）公衆災害では、埋設物の損傷事故が、全体の３３％を占めました。

２）労働災害の内訳は、熱中症が約3０％を占めました。その他は、取扱
運搬・建設機械に起因する事故が多く発生しました。

埋設物損傷

（25件)

水質汚濁 (3

件)
地上物件損傷

(10件)

架空線損傷

(11件)

その他 (27

件)

公衆災害の内訳（全報告数７６件）

墜落（4件）

その他 (16

件）
熱中症

(22件）

取扱運搬

（12件）
建設機械等

接触（9件）

飛来・落下

（5件）

工具等取扱

い（6件）

倒壊（3件）

労働災害の内訳（全報告数７７件）

５．事故分類別発生割合の推移

平成18年からの全体の傾向として、公衆災害が47％から５９％と増加傾向
にありましたが、本年は、件数、割合とも前年を下回り、公衆災害の増加傾向
に変化が見られます。
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事業部門別発生件数の推移（１８-２２年）

65 64 59 58 73

72 62 81 70
78

13
5

8
8

105
8

2
1

8

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

（
事
故
件
数

）

港湾系

営繕系

道路系

河川系

８．事業部門別事故発生件数

事業部門別事故発生件数の平成１８年から平成２２年の事故発生件数の推移
は、以下のとおりです。

１５５
１３９

１４９
１３７

１６８

７．工事事故の処分の状況

事故の処分の状況は、文書注意・口答注意に関しては、過去に比べ減少傾向
でしたが、指名停止以上が９件と、過去５年で最も多い状況でした。
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９．地区別の事故発生件数

地区別の平成18年から平成22年の四半期毎の事故発生件数の推移は、以下
のとおりです。

下越：新潟市以東および福島県の事務所 中越：信濃川河川事務所以南の事務所

信越：高田および長野県内の事務所 西部：富山・石川・岐阜にある事務所

建設工事事故データベースへの登録を忘れずに

建設工事事故データベースへの登録（入力）を忘れずにお願いします。

請負者、発注者は必ずインターネットを利用して登録（入力）して下さい。

建設工事事故データベースは、各地方整備局、都道府県、政令指定都市、公団が発注した公共工事

のうち、一定規模以上の事故が発生した工事について、事故報告をインターネットを利用しデータベース

に入力するものです。

データベースを「建設工事事故データベース」もしくは「ＳＡＳ（Ｓａｆｅｔｙ Ａｎａｌｙｓｉｓ Ｓｙｓｔｅｍ）」と呼び、

管理業務はＳＡＳセンターが行っています。

登録（入力）は、ＳＡＳセンターのホームページから

ＵＲＬ http://sas.ejcm.or.jp/

図-10


